
様式1

政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

男木島
女木島

高松市 Ｅ 香川県 H30～34

へき地医療対策事業（へき地医療支援機構における離島
への医師派遣・巡回診療の調整）
『診療所等がある離島については、原則として現在の診療
内容を維持・確保するとともに、本土の病院等による支援
及び協力体制を構築し…。また、香川県保健医療計画及
びへき地医療支援計画の着実な実施に努める。(P6)』
へき地医療対策事業（離島への巡回診療・医師派遣を実
施しているへき地医療拠点病院への運営費補助）
『診療所等がある離島については、原則として現在の診療
内容を維持・確保するとともに、本土の病院等による支援
及び協力体制を構築し…。また、香川県保健医療計画及
びへき地医療支援計画の着実な実施に努める。(P7)』

・診療船による巡回診療（検診）に対する支援
を行う。
・離島の救急患者を搬送するための民間船舶
借上げに対する支援を行う。
・離島医療機関への県外勤務医のＵＪＩターン
促進を行う。

直　島
向　島
屏風島

直島町 Ｅ 香川県 H30～34

へき地医療対策事業（へき地医療支援機構における離島
への医師派遣・巡回診療の調整・へき地・離島診療支援シ
ステム購入費補助）
『診療所等がある離島については、原則として現在の診療
内容を維持・確保するとともに、本土の病院等による支援
及び協力体制を構築し…。また、香川県保健医療計画及
びへき地医療支援計画の着実な実施に努める。(P6)』

・診療船による巡回診療（検診）に対する支援
を行う。
・離島の救急患者を搬送するための民間船舶
借上げに対する支援を行う。
・直島町立診療所に、義務年限内の自治医科
大学卒業医師を派遣する。
・離島医療機関への県外勤務医のＵＪＩターン
促進を行う。

直　島 直島町 Ｇ 直島町 H30～34
高等学校生徒通学航路費等補助事業
『高等学校への船を利用した通学のための費用等を支援
し、住民の経済的負担の軽減を図る。(P43)』

・島外の高校へ通学している高校生へ、船代
等の補助を行う。

男木島
女木島

高松市 Ｈ 香川県 H30～34

直　島
向　島
屏風島

直島町 Ｈ 香川県 H30～34

直島諸島
5年
（H30～
34）

交流促進事業（かがわの島交流促進事業）
『県内の離島を中心に開催される瀬戸内国際芸術祭を通
じて、各島の魅力を工夫をこらしてＰＲすることで、芸術祭
での交流人口の拡大を図ると共にその後の離島の交流人
口及び移住定住者の増加による地域の活性化につなげ
る。（P7）』

・県内離島の関係者を集めたイベントを開催
し、離島の情報発信や特産品のPRを行う。
・県内在住の小学生を対象とした、離島ワーク
ショップを開催する。
・離島に関する人材の育成、研修を行う。

◆離島活性化交付金等事業計画に記載された事業等のうち、平成30年度に実施するもの

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項

都道府県名
対象指定地域数：5
対象離島数：24

香川県

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

直島諸島地域（男木島、女木島、直島、向島、屏風島）
大島地域（大島）
小豆島地域（小豆島、沖之島、豊島、小豊島）
塩飽諸島地域（本島、牛島、広島、小手島、手島、与島、小与島、岩黒島、櫃石島、粟島、志々
島、高見島、佐柳島）
伊吹地域（伊吹島）



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

直　島 直島町 Ｈ 直島町 H30～34

離島活性化推進事業
『他の地域との交流促進に関する事業として、直島町の知
名度アップに向け、大都市圏での文化・芸術や特産品等の
ＰＲ活動による交流促進や定住促進を図る。（P72）』

・都内で開催予定のツーリズムＥＸＰＯジャパン
2018を視察し、来場者の動向調査等を実施
し、次年度以降に参加できるイベント等の掘り
起こしを図る。
・都内で開催予定のアイランダー2018に出展
し、島の観光資源や特産品をＰＲする。

男木島
女木島

高松市 Ｊ 香川県 H30～34

直　島
向　島
屏風島

直島町 Ｊ 香川県 H30～34

対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項

直島諸島
5年
（H30～
34）

対象指定
地域

計画期間

・大都市圏などでの移住フェアに参加し、離島
関連の移住、生活情報を提供する。
・離島関連情報誌に移住者の情報を掲載し、
かがわの島暮らしの情報発信を行う。

かがわの島移住・定住促進事業（定住促進事業・定住誘
引事業）
『離島を含む本県へのＵＪＩターンによる移住を促進するた
め、移住・交流フェアの開催や県空き家バンクサイトの運
営等に加え、新たに、本県独自の移住促進ＤＶＤ・ガイド
ブック等による情報発信、さらには移住体験施設の整備促
進を図る。（P7）』



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

大　島 高松市 Ｈ 香川県 H30～34

交流促進事業（かがわの島交流促進事業）
『県内の離島を中心に開催される瀬戸内国際芸術祭を通
じて、各島の魅力を工夫をこらしてＰＲすることで、芸術祭
での交流人口の拡大を図ると共にその後の離島の交流人
口及び移住定住者の増加による地域の活性化につなげ
る。（P7）』

・県内離島の関係者を集めたイベントを開催
し、離島の情報発信や特産品のPRを行う。
・県内在住の小学生を対象とした、離島ワーク
ショップを開催する。
・離島に関する人材の育成、研修を行う。

大　島 高松市 Ｈ 高松市 H30～34

大島振興方策推進事業
『本地域の振興に当たっては、瀬戸内国際芸術祭で培わ
れた多様な人材やネットワークを活用し、文化芸術活動を
中心とした交流や将来的な定住の促進を図ることが効果
的であると考えられる。このことから、大島青松園に滞在し
ながら、芸術家と子ども達が協働して創作活動を行い、入
所者との交流を図る「アーティスト・イン・レジデンス」などの
実施により、交流や将来的な定住の促進に努める。
（P88）』

・高校生を対象とした、島内外の人たちが交流
しながら大島のマップ作りを行うワークショップ
を開催する。
・大島に関わりのある人を対象に、大島の情報
をチラシにより定期的に発信する。

大　島 高松市 Ｊ 香川県 H30～34

かがわの島移住・定住促進事業（定住促進事業・定住誘
引事業）
『離島を含む本県へのＵＪＩターンによる移住を促進するた
め、移住・交流フェアの開催や県空き家バンクサイトの運
営等に加え、新たに、本県独自の移住促進ＤＶＤ・ガイド
ブック等による情報発信、さらには移住体験施設の整備促
進を図る。（P7）』

・大都市圏などでの移住フェアに参加し、離島
関連の移住、生活情報を提供する。
　参加予定：ふるさと回帰フェア　ほか
・離島関連情報誌に移住者の情報を掲載し、
かがわの島暮らしの情報発信を行う。

大　島
5年
（H30～
34）

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

小豆島
沖之島
豊　島
小豊島

土庄町 B 土庄町 H30

定住促進事業（流通効率化施設等整備事業）
『担い手不足等、農林水産業をとりまく厳しい現状を改善
するため、地域特性を生かした新規作物の導入・ブランド
化・高付加価値化等を通じた販路拡大をはじめ、流通の合
理化や費用の低廉化、生産性向上に資する施設の整備な
どに努める。・・・（中略）・・・その際は、生産性の向上、産
業振興に寄与する人材の育成・確保、起業希望者への支
援、先端的な技術の導入並びに他の産業との連携を推進
する。（P34）』

・集荷施設、流通施設を整備し、効率化を図る
とともに新規流通形態を確立する。
・地域ブランドの1次加工、2次加工を模索し、
商品化につなげる。
・地域ブランド推進等紹介パンフレット・ポス
ター等を作成し、情報発信を行う。

小豆島 小豆島町 Ｃ

市町村ま
たは民間
団体（漁
協、農協）

H30～34

産業振興及び雇用機会の拡充（漁業の再生に関する事
業）
『農林水産業の担い手不足等による厳しい現状を改善す
るために、オリーブをはじめとする農産物の生産性向上、
高品質化等を図るとともに、生産拡大や６次産業化の促進
に資する施設の整備促進等に努める。また、農山漁村に
おける滞在型の余暇活動や農林水産業体験など都市との
交流を推進するとともに、農林漁業者の人材確保・育成を
はじめ、農業生産条件の不利を補正するための支援、藻
場等の保全活動・漁港整備等を推進する。（P34）』

農業、漁業の活性化に向けて、町内魅力発信
や担い手対策のため1次産業の実態調査や、
漁業体験事業、技術研修会等を実施し、後継
者育成の推進を図る。

小豆島 土庄町 Ｄ 土庄町 H30～34

産業活性化事業（戦略産業の育成による雇用機会の創
出）
『小豆島（土庄町）においては、担い手不足等、農林水産
業をとりまく厳しい現状を改善するため、地域特性を生かし
た新規作物の導入・ブランド化・高付加価値化等を通じた
販路拡大をはじめ、流通の合理化や費用の低廉化、生産
性向上に資する施設の整備などに努める。(P34)』

・野菜の次世代育成栽培システムの研究実証
事業を行い、地域振興・雇用の創出を図る。
・島内外でのイベントに参加し、地域産品の認
知度向上等情報発信を行うとともに地場産業
育成に取り組む。
・新たな地域産品の育成に取り組む。

小豆島 小豆島町 Ｄ 小豆島町 H30～34

産業活性化事業（戦略産業の育成による雇用機会の創
出）
『小豆島・小豆島町では、町の活性化に欠かせない産業の
活性化を図るため、・・・。また、超高速ブロードバンド基盤
の整備により、新たな産業の創出や企業誘致の促進に取
り組み、住民、移住者等の雇用機会の充実を図るととも
に、地域の多様な事業者が豊富な地域資源を活用した６
次産業化の推進に努める。(P35)』

将来的に人材が不足している小豆島の保育士
や幼稚園教諭等の移住定住と雇用を目指すた
め、島外の大学生が、保育等合宿を島内で行
うとともに、住民との交流を実施する。

小豆島
5年
（H30～
34）

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

小豆島
沖之島
豊　島
小豊島

土庄町 Ｅ 香川県 H30～34

小豆島 小豆島町 Ｅ 香川県 H30～34

小豆島
沖之島
豊　島
小豊島

土庄町 Ｈ 香川県 H30～34

小豆島 小豆島町 Ｈ 香川県 H30～34

小豆島
沖之島
豊　島

土庄町 H 土庄町 H30～34

定住促進及び交流促進事業（移住・定住促進事業・情報発
信連携事業・体験型観光交流促進事業）
『観光ＰＲの強化と情報発信の拠点づくりや広域観光の推
進などに努めるとともに、若者の地元就職やＵＪＩターンを
促進することに加え、他地域との交流活動を推進し、地域
の活性化を促すことが期待できる交流人口の拡大を図る。
（P42）』

○移住・定住促進事業
・首都圏等で開催されるPR関連イベントに参加
し、島での暮らしや地域の魅力等を伝えるとと
もに、中・長期お試し移住体験施設（島ぐらし
体験の家）の利用促進、空き家バンク登録及
び利用件数の増加を図る。
・移住・定住支援策等の情報を掲載したパンフ
レットやチラシ、HP等での周知を行う。
○体験型観光交流促進事
・情報発信及びイベントの実施など
○情報発信連携事業
・パンフレット等の製作、島外イベント等への参
加など

小豆島 小豆島町 H 小豆島町 H30～34

交流促進事業（移住交流・観光振興等の情報発信事業）
『小豆島・小豆島町においても、主要会場として、現代アー
トの祭典「瀬戸内国際芸術祭２０１３」が開催されたことによ
り、・・・。・・・醤油、佃煮、素麺等の地場産品を活用した名
物店づくり等による観光の振興を図るとともに、ホームペー
ジやブログ等を通じて小豆島の魅力あふれる情報を積極
的に発信する。(P43)』

瀬戸内国際芸術祭を契機に、交流人口の拡大
を図るため、小豆島の自然、産業、伝統文化
等の戦略的な広報活動の展開、大都市圏での
地場産品をＰＲする機会の提供等を行う

小豆島
5年
（H30～
34）

交流促進事業（かがわの島交流促進事業）
『県内の離島を中心に開催される瀬戸内国際芸術祭を通
じて、各島の魅力を工夫をこらしてＰＲすることで、芸術祭
での交流人口の拡大を図ると共にその後の離島の交流人
口及び移住定住者の増加による地域の活性化につなげ
る。（P7）』

・県内離島の関係者を集めたイベントを開催
し、離島の情報発信や特産品のPRを行う。
・県内在住の小学生を対象とした、離島ワーク
ショップを開催する。
・離島に関する人材の育成、研修を行う。

・診療船による巡回診療（検診）に対する支援
を行う。
・離島住民等の救急患者搬送のための民間船
舶借上げ等に対する支援を行う。
・離島での巡回診療や離島医療機関への代診
医派遣を行う病院に対する支援を行う。
・小豆島中央病院に、義務年限内の自治医科
大学卒業医師を派遣する。
・離島医療機関への県外勤務医のＵＪＩターン
促進を行う。

へき地医療対策事業（へき地医療支援機構における離島
への医師派遣・巡回診療の調整・離島への巡回診療・医
師派遣を実施しているへき地医療拠点病院への運営費補
助・へき地、離島診療支援システム購入費補助）
『診療所等がある離島については、原則として現在の診療
内容を維持・確保するとともに、本土の病院等による支援
及び協力体制を構築し…。また、香川県保健医療計画及
びへき地医療支援計画の着実な実施に努める。(P6)』

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

小豆島
沖之島
豊　島
小豊島

土庄町 I 土庄町 H30～34

災害時の孤立防止のための防災体制の見直しに関する事
業
『防災拠点施設である土庄町庁舎の耐震診断を行うほか、
消防屯所の耐震化及び無線デジタル化、さらに老朽化した
サイレンシステムの更新やポンプ車及び小型可搬ポンプ、
避難施設、備蓄倉庫、通信設備等の整備を実施し、島で
自立的に避難活動が行えるような対策を実施する。また、
防災上必要な教育及び訓練の実施や関係行政機関の連
携強化などにも取り組む。（P45）』

・施設の機能向上、積載車、小型可搬ポンプな
どの整備を行う。
・避難者などへの必要備蓄物資を購入する。

小豆島 小豆島町 I 小豆島町 H30～34

再生エネルギー等活用事業（電気自動車等導入事業）
『小豆島・小豆島町では、住宅用太陽光発電設備の・・・。
併せて、公共施設等への充電設備（急速充電含む）の設
置を進めるとともに、公用車への導入も検討し、環境に配
慮したまちづくりを推進する。(P45)』
防災対策推進事業（安全安心な暮らしに向けた防災体制
等向上事業）
『小豆島・小豆島町では、近い将来発生が予想されてい
る・・・。・・・住民参加型の防災訓練等の実施など、地域住
民全体での防災意識を高めるための施策を含めて、島民
の尊い生命、身体、財産の保全に努める。(P46)』

庁舎統合等による防災体制の見直しが必要と
なることから、「小豆島町地域防災計画及び水
防計画」及び「小豆島町国民保護計画」の全面
的な改訂を行う。
また、今後大規模な災害が発生した場合、予
測される災害廃棄物を迅速かつ適切な処理を
行うため、災害廃棄物処理基本計画を策定す
る。

小豆島
沖之島
豊　島
小豊島

土庄町 Ｊ 香川県 H30～34

小豆島 小豆島町 Ｊ 香川県 H30～34

小豆島 小豆島町 J 小豆島町 H30～34

人材確保推進事業（移住・定住推進事業）
『小豆島・小豆島町では、島の振興に寄与する新たな人材
を確保するため、地域資源を活用した就業機会の確保及
び居住環境等の受入体制の充実を図る。さらには、起業
機会の拡充に向けて、独創性や継続性のある新規起業を
支援するとともに、担い手育成のための条件整備を促進す
る。一方、地域における人材育成も重要であり、地域住民
やＮＰＯ法人等による自発的な活動を通じたまちづくり事業
についての支援を行う。地域おこし協力隊については、小
豆島の魅力を従来にない発想で地域の元気づくりに繋げ
ており、地域活性化には欠かせないマンパワーであること
から、継続して活用する。(P47)』

将来的に人材が不足している小豆島の保育士
や幼稚園教諭等の移住定住と雇用を目指すた
め、島外の大学生が、保育等合宿を島内で行
うとともに、住民との交流を実施する。

かがわの島移住・定住促進事業（定住促進事業・定住誘
引事業）
『離島を含む本県へのＵＪＩターンによる移住を促進するた
め、移住・交流フェアの開催や県空き家バンクサイトの運
営等に加え、新たに、本県独自の移住促進ＤＶＤ・ガイド
ブック等による情報発信、さらには移住体験施設の整備促
進を図る。（P7）』

・大都市圏などでの移住フェアに参加し、離島
関連の移住、生活情報を提供する。
　参加予定：ふるさと回帰フェア　ほか
・離島関連情報誌に移住者の情報を掲載し、
かがわの島暮らしの情報発信を行う。

小豆島
5年
（H30～
34）

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

本　島
牛　島
広　島
手　島
小手島

丸亀市 Ｄ 丸亀市 H30～34

通勤等に要する航路運賃を助成する事業
『本島、牛島、広島、手島及び小手島の航路については、
関係者で適切なダイヤ及び使用船舶について協議をしな
がら、継続して離島航路補助を行い、定期航路の確保に
努める。また、住民の費用負担が過大にならないよう努め
る。（P117）』

離島住民が通勤等に要する経費の軽減を図る
ため、離島航路の定期乗船券の一部を予算の
範囲内で補助する。

本　島
牛　島
広　島
手　島
小手島

丸亀市 Ｅ 香川県 H30～34

与　島
櫃石島
岩黒島

坂出市 Ｅ 香川県 H30～34

粟　島
志々島

三豊市 Ｅ 香川県 H30～34

高見島
佐柳島

多度津町 Ｅ 香川県 H30～34

本　島
牛　島
広　島
手　島
小手島

丸亀市 Ｆ 丸亀市 H30～34

妊婦健康診査の交通費支援に関する事業
『妊婦については、妊婦健康診査の受診や分娩を本土の
医療機関で行わざるを得ない状況であるため、交通費等
の支援事業についても検討を行う。（P121）』

離島地域に居住している妊婦に対して、健康
診査及び出産のための通院又は入院の際に
負担する航路費の一部を助成する。

本　島
牛　島
広　島
手　島
小手島

丸亀市 Ｇ 丸亀市 H30～34
島外に通学する高校生の航路運賃を助成する事業
『島外に通学する高校生の航路運賃を継続して助成し、子
どもの修学の機会を確保する。(P124)』

離島から高等学校等に通学する生徒に対し
て、通学航路費の一部を補助する。

与　島
櫃石島
岩黒島

坂出市 Ｇ 坂出市 H30～34
島外に通学する高校生の航路運賃を助成する事業
『島外に通学する高校生の航路運賃を継続して助成し、子
どもの修学の機会を確保する。(P124)』

坂出市内の離島から高等学校に通学する生
徒の通学に要する経費の一部、または下宿・
アパート・学生寮等の賃借料の経費の一部を
補助する

塩飽諸島
5年
（H30～
34）

・診療船による巡回診療（検診）に対する支援
を行う。
・離島住民等の救急患者搬送のための民間船
舶借上げ等に対する支援を行う。
・離島での巡回診療や離島医療機関への代診
医派遣を行う病院に対する支援を行う。
・離島医療機関への県外勤務医のＵＪＩターン
促進を行う。

へき地医療対策事業（離島への巡回診療・医師派遣を実
施しているへき地医療拠点病院への運営費補助）
『診療所等がある離島については、原則として現在の診療
内容を維持・確保するとともに、本土の病院等による支援
及び協力体制を構築し…。また、香川県保健医療計画及
びへき地医療支援計画の着実な実施に努める。(P7)』

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

本　島
牛　島
広　島
手　島
小手島

丸亀市 Ｈ 香川県 H30～34

与　島
小与島
櫃石島
岩黒島

坂出市 Ｈ 香川県 H30～34

粟　島
志々島

三豊市 Ｈ 香川県 H30～34

高見島
佐柳島

多度津町 Ｈ 香川県 H30～34

本　島
牛　島
広　島
手　島
小手島

丸亀市 Ｈ 丸亀市 H30

塩飽５島（本島・牛島・広島・手島・小手島）の情報発信事
業
『本島、牛島、広島、手島及び小手島は、風光明媚な瀬戸
内海に位置し、自然や歴史に満ち溢れた島は本土側には
ない観光資源に恵まれている。そのため、島内観光を企画
立案し、さまざまな機会を通じて情報発信することにより観
光客の誘致を図り、地域の自立的発展を推し進める。
（P126）』

島の情報や魅力をホームページやパンフレット
等で発信する。

広　島
手　島

丸亀市 Ｈ 丸亀市 H30

広島・手島公衆トイレ洋式化改修事業
『住民や観光客等が安心して生活し、滞在できるよう、引き
続き、安定した電気、水道、汚水処理等の生活環境整備を
維持・確保していくとともに、新たに必要となるインフラ整備
の検討も行う。（P120）』

利用者の快適な環境整備を図るため、公衆ト
イレの一部を洋式化する。

粟　島 三豊市 H 三豊市 H30

交流促進事業交流（粟島芸術家村）
『また、平成２２年度からは、休校となった中学校を利用し
て「粟島芸術家村事業（AIR）」を実施しており、若手アー
ティストを招へいし、ワークショップや成果発表展などを通
してアートを利用した島の活性化を図っている。（P108）』

若手芸術家の島への招へい、滞在制作。ワー
クショップ・成果作品展の開催

塩飽諸島
5年
（H30～
34）

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項

交流促進事業（かがわの島交流促進事業）
『県内の離島を中心に開催される瀬戸内国際芸術祭を通
じて、各島の魅力を工夫をこらしてＰＲすることで、芸術祭
での交流人口の拡大を図ると共にその後の離島の交流人
口及び移住定住者の増加による地域の活性化につなげ
る。（P7）』

・県内離島の関係者を集めたイベントを開催
し、離島の情報発信や特産品のPRを行う。
・県内在住の小学生を対象とした、離島ワーク
ショップを開催する。
・離島に関する人材の育成、研修を行う。



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

本　島
牛　島
広　島
手　島
小手島

丸亀市 Ｊ 香川県 H30～34

与　島
小与島
櫃石島
岩黒島

坂出市 Ｊ 香川県 H30～34

粟　島
志々島

三豊市 Ｊ 香川県 H30～34

高見島
佐柳島

多度津町 Ｊ 香川県 H30～34

・大都市圏などでの移住フェアに参加し、離島
関連の移住、生活情報を提供する。
　参加予定：ふるさと回帰フェア　ほか
・離島関連情報誌に移住者の情報を掲載し、
かがわの島暮らしの情報発信を行う。

かがわの島移住・定住促進事業（定住促進事業・定住誘
引事業）
『離島を含む本県へのＵＪＩターンによる移住を促進するた
め、移住・交流フェアの開催や県空き家バンクサイトの運
営等に加え、新たに、本県独自の移住促進ＤＶＤ・ガイド
ブック等による情報発信、さらには移住体験施設の整備促
進を図る。（P7）』

塩飽諸島
5年
（H30～
34）

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

伊吹島 観音寺市 Ｅ 香川県 H30～34

へき地医療対策事業（へき地医療支援機構における離島
への医師派遣・巡回診療の調整）
『診療所等がある離島については、原則として現在の診療
内容を維持・確保するとともに、本土の病院等による支援
及び協力体制を構築し…。また、香川県保健医療計画及
びへき地医療支援計画の着実な実施に努める。(P7)』
へき地医療対策事業（離島への巡回診療・医師派遣を実
施しているへき地医療拠点病院への運営費補助）
『診療所等がある離島については、原則として現在の診療
内容を維持・確保するとともに、本土の病院等による支援
及び協力体制を構築し…。また、香川県保健医療計画及
びへき地医療支援計画の着実な実施に努める。(P7)』

・診療船による巡回診療（検診）に対する支援
を行う。
・離島住民等の救急患者搬送のための民間船
舶借上げ等に対する支援を行う。
・離島での巡回診療や離島医療機関への代診
医派遣を行う病院に対する支援を行う。
・離島医療機関への県外勤務医のＵＪＩターン
促進を行う。

伊吹島 観音寺市 F 観音寺市 H30～34
離島居住妊婦の交通費等支援に関する事業
『出産については、妊婦の健康診査や出産に必要な医療
の機会が円滑に確保できるよう支援を行う。(P143)』

・離島に居住する妊婦の通院にかかる航路運
賃について支援を行う。

伊吹島 観音寺市 G 観音寺市 H30～34

高校就学支援に関する事業
『高等学校への通学については、航路運賃の補助の拡充
を実施するとともに、本土への通学の利便性の向上につい
て検討する。(P144)』

・離島に居住する高等学校への通学にかかる
航路運賃について補助を行う。

伊吹島
5年
（H30～
34）

伊吹島 観音寺市 H 香川県 H30～34

交流促進事業（かがわの島交流促進事業）
『県内の離島を中心に開催される瀬戸内国際芸術祭を通
じて、各島の魅力を工夫をこらしてＰＲすることで、芸術祭
での交流人口の拡大を図ると共にその後の離島の交流人
口及び移住定住者の増加による地域の活性化につなげ
る。（P7）』

・県内離島の関係者を集めたイベントを開催
し、離島の情報発信や特産品のPRを行う。
・県内在住の小学生を対象とした、離島ワーク
ショップを開催する。
・離島に関する人材の育成、研修を行う。

伊吹島 観音寺市 H 観音寺市 H30～34

交流促進事業（伊吹島地域情報発信事業）
『全国に向けた「伊吹いりこ」やいりこ料理、いりこなどを用
いたその他特産品等の開発及びＰＲ活動を、観音寺・伊吹
いりこ普及推進協議会等が中心となり一層推進するととも
に、インターネット等による島の伝統行事や観光地等の情
報発信を促進する。(P145)』

・県内及び首都圏におけるイベント等におい
て、島の情報発信や特産品のPRを行う。

伊吹島 観音寺市 H
民間団体
（実行委員
会等）

H30～34

交流促進事業（伊吹島交流促進事業）
『瀬戸内国際芸術祭の開催を契機として、芸術鑑賞を取り
入れた特色ある観光資源の開発を関係機関及び団体と連
携して行い、地域の活性化を図るとともに、島外者との交
流機会の拡充を図る。(P145)』

・芸術鑑賞と島民との交流を目的とした体験ツ
アーを実施する。

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項



政令で定める
事業等

（別紙1参照）
実施主体 実施年度 離島振興計画に基づく事業等の内容 うち、平成30年度に実施する事業等の内容

伊吹島
5年
（H30～
34）

伊吹島 観音寺市 J 香川県 H30～34

かがわの島移住・定住促進事業（定住促進事業・定住誘
引事業）
『離島を含む本県へのＵＪＩターンによる移住を促進するた
め、移住・交流フェアの開催や県空き家バンクサイトの運
営等に加え、新たに、本県独自の移住促進ＤＶＤ・ガイド
ブック等による情報発信、さらには移住体験施設の整備促
進を図る。（P7）』

・大都市圏などでの移住フェアに参加し、離島
関連の移住、生活情報を提供する。
　参加予定：ふるさと回帰フェア　ほか
・離島関連情報誌に移住者の情報を掲載し、
かがわの島暮らしの情報発信を行う。

対象指定
地域

計画期間 対象離島 市町村

離島振興対策実施地域の活性化に資する事業等で政令で定めるものに関する事項


